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2自己紹介

E-Flow 合同会社

社長 川 口  公 一

✓ ・企画部門を中心に電気事業運営や電気事業制度全般に関与

✓ ・８年前からエネルギー分野の新領域であるVPPに関する業務を所管

✓ ・担当部長として、全国のお客さま設備（DRリソース、蓄電池、再エネ）を
活用したアグリゲーション事業を展開。

✓ ・2023年4月に分散型エネルギーリソース（DER）運用に特化した
E-Flow合同会社を設立し、社長に就任。

✓ ・2023年10月アグリゲータの事業者団体エネルギーリソースアグリゲーション
事業協会（ERA）を設立し、代表理事、会長に就任。

✓ ・2026年7月からはE-Flowの社長を退任し、最高政策責任者に就任

（略歴）
1995 関西電力株式会社入社
2005 内閣府出向（規制改革）
2007 火力センター 副長（労務・安全）
2009 秘書室 課長（財界担当）
2015 経営企画室 課長（コーポレートガバナンス、原子力安全推進）
2018 地域エネルギー本部 部長（VPP担当）
2021 ソリューション本部 部長（VPP担当）
2023 E-Flow合同会社 社長
 〃  エネルギーリソースアグリゲーション事業協会（ERA）代表理事・会長

2026 E-Flow合同会社 最高政策責任者（CPO）

はじめに



3「E-Flow」の概要 E-Flowの設立
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➢ 2026年4月に関西電力の「経営計画2026」を公表。エネルギー事業（小売り、ソリューション）における
2040年の目標として、関西エリア内に留まらず、全国・海外のお客さまから長期的に選ばれるサービス
プロバイダーを目指す。

新たな提供価値の創出 E-Flowの設立



5エネルギーリソースアグリゲーション事業協会の概要

➢ DERについては、リソースごとに特性や運用ルールが異なっており、国等に制度や運用面での意見提起
を行うには複数の事業者の専門的な知見が不可欠。

➢ 2023年10月にアグリゲータを中核とし、メーカーやシステムベンダー金融機関等の多様な事業者に参画
いただきエネルギーリソースアグリゲーション事業協会（ERA）を設立。

【ERAの会員数推移】
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会長理事 川口公一 E-Flow 社長

副会長理事 平尾宏明 Shizen Connect Chief Strategy Officer

理事会社 エナリス、エネルエックス・ジャパン、Electro Route Japan、
住友商事、デジタルグリッド、電源開発、東北電力、丸紅新電力

正会員 特定卸供給事業者ライセンス保有者（及び取得予定者）36社

一般会員 事業者、メーカー、金融機関 等 114社

有識者会員 6名

アグリ事業者団体

国の審議会等に参画している学識者も有識者
委員として参画

ERAの概要



6ERAの活動概要

➢ 定期的に勉強会を開催し、事業制度理解を深める。

➢ 「市場・制度WG」、「系統用蓄電池WG」「DRリソースWG」など5つのWGにて課題検討を実施。

➢ 会員が抱える課題についてWGにて整理し、国・関係機関との意見交換・意見提起に繋げる。

・市場・制度WG
・系統用蓄電池・再生
可能エネルギーWG
・DRリソースWG
・システムセキュリティWG

国・関係機関
等

安定供給やCN、
効率的なDER活用
拡大に向け協議

勉強会
変化の大きなDER活用に関する国内
外の制度等についての理解を深める。

会員が共通して抱える制度面
等についての課題について、
対策の検討を行い、提言内容
を取りまとめ。

検討会や有識者会合
への参画・委員派遣

正会員
（特定卸供給事業者等）

賛助会員
メーカー・金融機関・事業者等

有識者会員

ERAの概要
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国内のDER活用の流れ

➢ 東日本大震大震災以降、大規模なDRリソースから始まった分散型エネルギーリソースの活用は、
非FIT再生可能エネルギー、系統用蓄電池に拡大。今後は、小規模DRリソース活用も見込まれる
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9増加する分散型リソース運用事業者

➢ 分散型リソースの活用拡大を受け、2022年4月、ライセンス制が導入された（特定卸供給事業：
アグリゲータライセンス）。E-Flowは2023年7月に取得（関西電力からライセンスを移管）。

➢ 系統用蓄電池や非FIT太陽光などの取引拡大を受け、登録者数は増加し、142社まで拡大。
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アグリゲータの登録者数

26年3月以降開始の事業者を含む

【アグリゲータの要件】

• 自社保有以外で運用する分散型
リソース（DRリソース、 系統用蓄
電池等）を1000kW以上保有

✓ 当初はDRリソースを運用する事業者が中心。
✓ 系統用蓄電池や非FIT再エネなどの運用拡大を
受け、登録者数は大きく拡大。

エネルギーの環境変化



10多様な電気価値を取引する市場

調整価値
（⊿kW）

電力量価値
（kWh）

供給力価値
（kW）

電気の価値

需給調整市場

卸電力市場
（小売事業者との相対）

容量市場

取引市場名

環境価値
（RE）

再エネ価値取引市場
高度化法義務達成市場

➢電気の持つ価値「kWh」「kW」「⊿kW」等はそれぞれの市場により取引される。
➢再エネの増加とともに「kWh」価値は低下。結果として、火力電源の休廃止が加速。
➢一方、安定的に電気を供給する電源の減少に伴い、「kW」「⊿kW」価値は上昇。
➢ GX-ETSやGHGプロトコル見直しによって「RE」価値も今後さらなる上昇が予想される。

価値の傾向

エネルギーの環境変化
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確保。
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11中長期的な電源構成のイメージ エネルギーの環境変化
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エネルギー基本計画（2025年改定）
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30～
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発電電力量 1.1兆kWh 1.0兆kWh 1.1～1.2兆kWh

✓2040年の電源構成は、太陽光・風力は現状から
3倍増する一方、火力電源は半減

⇒ 安定的に発電する電源や調整力を供出する
電源の減少

➢ 長期脱炭素電源AXの導入等によりLNGの
リプレースは進む見通し

➢ 一方で、稼働率等の予見性の低さに加え、
追加的な設備コストなどの点で石炭や石油の
LNGリプレースは、困難な虞

➢ 加えて、再エネ抑制の回避には貢献できず

➢エネルギー基本計画の改定案では、2040年に太陽光・風力は３倍増。一方、火力は半減。

➢既存の火力電源が減少する中、長期脱炭素電源AX等で供給力確保を図るが不十分な虞。

64%

26%



12拡大が期待される分散型リソース
➢OCCTOは2040年、2050年の全国の需給バランス（kW・kWh）についての複数のシナリオを策定。

➢2040年の需要1兆1,000億kWhのケースは、エネルギー基本計画の需要想定とほぼ同じ。

➢DERである再エネや蓄電池が大幅に増加していることに加え、既存火力は経年リプレースの前提。

供給力 設備容量

太陽光（事業用）

太陽光（需要地併設）

陸上風力

洋上風力

バイオマス

地熱

系統用蓄電池

需要地併設蓄電池

8,500

7,000

1,300

2,200

900

100

1,000

800

2040年（需要1兆1,000kWh、原子力・火力全て経年リプレース

出所：2025.6.25 将来の電力需給シナリオに関する検討会

供給力 設備容量

原子力 3,700

一般水力

揚水

2,500

2,000

火
力

石炭（CCS）

石炭（CCS以外）

LNG（CCS）

LNG（CCS以外）

LNG（専焼）

石油他（CCS）

3,020

750

1,500

2,930

4,330

1,050

【分散型電源】 【従来型電源】

火力合計
13,580万

kW

エネルギーの環境変化



13火力発電の新増設及び休廃止計画の推移

➢カーボンニュートラルの影響もあり、30年前後に石炭火力の休廃止計画も増加する見通し。
➢長期脱炭素電源AXにより、LNG（コンバインドガスタービン）は増加するが、休廃止が上回る状況。

LNG（新増設） 石炭（休廃止） LNG（休廃止）
石油他（休廃止）

2025   2026  2027   2028   2029   2030   2031  2032

エネルギーの環境変化

出所：2026年3月16日 第117回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
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15これまでのDERを取り巻く状況

➢この10年間に電気の多様な価値を取引する市場の整備が進み、DERの市場参入は拡大。

➢エネルギーを取巻く環境は、不安定さが高まり、セキュリティー面を含めDERの期待は高まる。

年 電気事業制度関係 エネルギー関連

2016 ・調整力公募（初回入札）

2020 ・容量市場（初回入札）

2021 ・需給調整市場（三次②：再エネ予測誤差）
・kWh不足の需給ひっ迫
（JEPX高騰）

2022
・アグリゲータライセンスの導入
・事業用再エネFITの実質的終了

・ロシアのウクライナ侵攻
（燃料価格高騰）

2024
・容量市場（実需給年度開始）
・需給調整市場（全商品の取引開始）

2026
・需給調整市場（低圧リソース参入）
・機器点計測

・中東紛争
（燃料価格高騰）

2030頃 ・供給力不足の懸念

2030中 ・同時市場
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16急拡大する系統用蓄電池

出所：2026.3.27 第8回 次世代電力系統WG

DERの可能性



17需給調整市場後の市場活用の可能性

➢蓄電池は需給調整市場に偏重した運用となっているが、早晩、募集量を大幅に超過する見通し。

➢一方で、国の規制等によるりJPXの価格ボラティリティの小ささから他市場での収益は困難な状況。
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商品名 合計

複合 791

一次 353

二次① 332

二次② 219

三次① 694

合計
（一次～三次①）

1,598

【2024年8月の募集量】
（万kW）

需給調整市場バブルは
早晩に崩壊

ネガプライスがなく、
高効率CCGTが中心

で上値も低い

DERの可能性
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発動指令電源等 平均落札単価

約1.2万円

供給力不足に伴うkWh価値の上昇

➢分散型リソース活用の一つの柱である容量市場は、年々平均落札単価が上昇。

➢一方、DRリソースが参入可能な発動指令電源は落札容量の上限（約800万kW）に近づく。

（万kW）

（年度）

DRリソースの落札状況（調整力公募・容量市場）

調整力公募 容量市場

（万円/kW）

DERの可能性



19蓄電池の活用イメージ

✓再エネ電源のインバ
ランス回避

✓再エネ余剰の回避
✓再エネ電源安定化
（予備力）

✓周波数・電圧調整
✓事故時予備力
✓混雑回避
✓系統安定化
✓送配電設備計画の更新延期

✓ ピーク対応電源
✓ kWh値差取引

再エネ事業者

発電事業者

送配電事業者 電気消費者

✓電気の品質確保
✓非常用電源
✓ デマンドカット
✓電気使用量の削減

DERの可能性



20課題が山積する低圧太陽光

➢ FIT等の事業用太陽光は、約40万件、6,000万kW。そのうち低圧は35万件、1,500万kW。

➢低圧PVは、2025年4月時点での認定事業者の43％が個人であり、法人でも中小企業が多い。

資源エネルギー庁：FIT/FIP認定事業社一覧から作成

事業用低圧太陽光（FIT/FIP）の概況
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50～
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低圧PV所有者（%）

43%

1,500

（万kW）

✓ 約6000万kWのうち、低圧PVは
1/4、1,500万kWを占める

✓ 件数は、約40万件の9割、35万
件に達する。

✓ 低圧PV所有者の半数近くが個人。
法人でも、小規模事業者が多数

DERの可能性

https://www.fit-portal.go.jp/publicinfo
https://www.fit-portal.go.jp/publicinfo
https://www.fit-portal.go.jp/publicinfo


21蓄電池を活用し、地域に貢献する再エネへの転換

➢ FITからFIPへ転換した太陽光電源を小売電気事業者を通じて束ね、地域の住民や企業等に電気を供給
➢地域で太陽光のメリットを享受することで、「地域活用電源」という新たな価値を創出

地域への貢献現 状

FIT電源

送配電会社

地域

JEPX

電気消費者

買取

入札

小売事業者

電気調達
電気販売

✓ FIT電源のある地域において、
太陽光設置メリットがほぼない

地域

電気消費者

小売事業者
（アグリゲータ）

FIT電源
新設電源

新設電源

FIT電源
集約FIP転

電気消費者 電気消費者 電気消費者

地域住民・企業等に販売

✓ FIT電源を集約、FIP転換し、蓄電池も組合わせ、
地域の住民や企業等に電気を販売

⇒ 地域で太陽光のメリットを享受

DERの可能性

蓄電池



Thank you.
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